










































次に、地方振興を目的として誕生してきた北海道国際航空(以 下エア ドゥ)、スカイネ ットアジア(以
下スカイネット)、レキオス航空(以 下 レキオス)を取 り上げる。 これらはどのような背景から誕生 し、
そのような問題を抱えて窮地に陥っていったのかを分析する。 このことによって、今後の地方振興のあ
り方をめぐる議論において、交通政策の観点から新たな検討材料を提示できるものと考える。
そ して最後に、地方発の小型機主体の会社 として、新たな形での新規参入を目指 したアイベックス航
空について検証 していく。 これ らの検証を通 して、最後に今後の 日本の航空行政に求められ る視点につ
いて述べてみたい。
2.ス カ イ マー ク エ ア ラ イ ンズ の場 合
スカイマークは、1998年9月、 日本の定期航空市場に35年ぶ りの新規参入を果たした.(注4)新規参入
をめぐっては、新規参入 を目指す企業の間で激しい競争が繰 り広げられたが、結果的には後にのべるHIS















て、既存の航空会社を主体的に採用することによって、事業認可申請に着手 していく。 しか し、このこ














航空会社であるスカイマークに対 して好意的な態度を示 さなかった。現在では、インターネ ットを通じ
た販売比率は飛躍的に向上 しっっある(注9)が、この時点では、大手旅行代理店の協力なく、営業を進める
ことは極めて困難な話であった。























(注11}に近 く、望ま しい ものの よ うに思 われ る反面 、地方の需要 を じっ く り掘 り起 こしてい こ うとい う戦
略性に欠 け、問題 も多い もの と思われ る。
先に述べた よ うに、航空会社の成否は事業規模 次第である とい う分析 もあ る。事実、スカイマー クは、
上記の ような路線 拡大に よって収益構造 を安 定化 させ てきた。 しか し、既存 の航空会社 との体力差 はま
だまだ圧倒 的である。 これか らは、新規航空会社 同士の関係 のあ り方が もっ と検討 され てい く必 要があ
るだろ う。(注12)
今後のスカイマークの試 金石 は、2009年の羽田の発着枠の大幅増加 のタイ ミングで ある。(注13)2009年
は、日本 の航空業界 にとって大 きな ビジネスチ ャンスである と同時に、その対応の仕方如何 によっては、
と りか えしのつかない打撃 を被 りかね ないn(注14)そのため、既存の航空会社 も、2009年対応 をめ ぐって、
早期 か ら真剣 にそ の対応 を図ってい る。 こ うした 中、ス カイマー クが これ まで の路線 を踏襲 して事業 の
急拡 大 を図った場合 、それ にシステ ム と資金力が追いついてい くかがポイ ン トとなるだろ う。
また、国際線への進出 が どう経営に左右 して くるのか も興 味がある ところである。1985年の航 空憲法(注
15)の廃 止によって、全 日空 は念願の国際線に一気 に進出 し、攻勢 をか けたが、結果 的にはその後、長期 に
わたって非常な苦戦 を強 い られ るこ とになった。 これほ ど経営体力 のある企業 にとって も、国際線への
進 出には難 しい要素があ る。 当初 は韓 国線 のチャー ターか らの始動 ではあ るが、今後 、国際線 を経営戦
略上 ど う位置づ け、実行 してい くかは注 目される ところで ある。
3.エ ァ ドゥの 場 合






題が提言 された。こうした流れの一環 として、航空運賃の段階的 自由化が実施 されることになったので
ある。いわゆる 「幅運賃制度」の導入である。(注16)幅運賃制度 とは、路線の長 さごとに上限の運賃と下












日 当 会 ・当 先 月,、
こうして1996年に幅運賃制度はスター トしたが、行政当局の期待を大きく裏切るような事態が現出す















従来から、北海道は整備新幹線を建設 しようと運動 してきた。 しか し、そのためには巨額の資金が必
要 となる。航空会社を立ち上げるのであれば、現在であれば航空機 もリースで対応できるし、諸経費を
考えても新幹線を引くよりもはるかに安い投資で実現できる。さらに、ちょうど大手3社 に対する不信













(注17)当時 、東 京一 札 幌 間 は 片 道25,500円、 東京 一 福 岡 間 は 同27,100円で あ っ た。 往 復 割 引 の廃 止 に よ っ て 、5000







していった。次に、羽田、並びに千歳空港でのカ ウンターの配置、駐機場(ス ポッ ト)の割 当な どが既
存の大手航空会社に対 して不利であったことがある。(注19)ともに、高収益源であるビジネス客を獲得す
る上で相当にマイナスの要因となった。




の弱さがあったことは十分に推察できる。 しかし、そ うとは言え、厳 しい競争環境に身を投げるには、
あまりにも不十分な体制であった と言わざるを得ない。






体制を充実させ るため、広 く道民に対 して出資を仰ぎ、小口の出資を多く獲得 したことは大いに評価で
きる。 しかし、その反面、地元財界からの出資は十分でなく、経営が危機的状況に瀕するに当たって、
それを支えてくれるような大 口資本が不在であったところに、エア ドゥの弱さがあったのである。 この
ことは、これから述べるスカイネッ トアジアやレキオスの場合にも同じことが当てはまる。






(tals}この 詳 しい 内容 に つ い て は 戸崎(2000)を参 照の こ と。
(注19}この 点 に つ い て は 、JALとJASが経 営 統 合 す る際 に 問題 点 と して 取 り上 げ られ 、改 善 が 図 られ る こ とに な っ た 。
(注2旬約8割 か ら9割 と言 われ て い る。






スカイネッ トの特色は、その新規参入の仕方であった。先行 したスカイマーク、エア ドゥの2社 は、
いずれ も既存の大手の航空会社が圧倒的なシェアを東京一福岡、東京一札幌路線とい う基幹路線に、片
道わずか3便 とい う経営資源で参入 し、苦戦を強いられた。 これに学び、スカイネッ トは、東京一宮崎
線 という、競争のそれほど激 しくない路線に参入 した。 しかも、スカイネッ トが参入 した際には、羽田
空港の発着枠の新規航空会社への優先配分に際し、競合する会社が現れなかったがゆえに、営業開始の














































これ以外にも、社会的状況 として、日本の地方の現状 としては共通 しているところではあるが、宮崎
県の経済力だけでは、新規航空会社の存立を維持できるだけの力がないのではないか、とい う根本的な
問題が生じてくる。料金 を下げても、それによって利用客が増加すれば、収益を増加させることは可能













関係性を構築することが求められる。スカイネットは、新規参入を果たす前に。エア ドゥの失敗例を分析 した内部 レ
ポー トを作成 していた。そしてその中で、予約管理技術の立ち遅れ、旅行代理店 との関係性の構築の失敗など、的確に
、航空事業を行う上での重要なポイン トを事前に指摘 していた。その教訓が十分に活かせなかったところに、大き









航空会社を設立する際には、それな りの資本が必要 となる。(注28)基地経済 と、政府からの様々な支援
体制によって経済が成 り立っている沖縄県では、公的部門に対する産業の依存度が高く、なかなか自立
的な産業が育たない風土にある。(注29)その結果、これまでにない斬新な資金調達の方法を考えない限り、



























(注鋤 その他の斬新なアプローチとしては、昼間帯は旅客輸送を行い、夜間帯は座席を取 り外 して貨物スペースとして、
貨物輸送をアジア諸国との間で行うというプランがあった。これについてはその実現性にかなりの問題が見られたが、













う。 しかしなが ら、それ以上の抜本的なコス ト削減案、付加価値の追求戦略が出てこなかったことに限
界があった。これは、スカイマーク、エア ドゥにも共通する、日本における新規参入の難 しさを表す も
のであろう。
6.ア イベックス航空の場合
ケース ・スタディの最後 として、ローカル線を主体 とするリージョナル ・ジェ ットとしての新規参




年6月 現在で8路線を運航 している。このうち、成田発着の路線は全 日空との間のコー ドシェアである。
フェア リンクは、スカイマークの初代社長である大河原氏のよって設立されたものである。仙台を拠点


































































ケース ・スタディで しばしば言及 したよ うに、新規参入においての資金調達力の限界をどう克服す る












から優秀な人材を投入 し、それ らが活躍することによって市場を活性化 させるためにも、免許の交付に
ついては、安全性についての審査は厳格なままに留めっっも、その簡素化を進めていくことが必要では
ないかと思われる。
(注35)たと え ば 、有 名 な例 で い え ぱ 、 ヴ ァー ジ ン ・ア トラ ンテ ィ ッ クの リチ ャー ド ・ブ ラ ン ソ ンな ど。 また 英 国航 空 の




ことが指摘されるが、これ らの検討 にっいても当然ながら考慮に入れつつ、今後 も、新規参入のあ り方
を中心 とした国内航空市場のあり方を模索 していきたい。(注36)
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